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事 業 報 告

令和 4年度  事 業 報 告 書
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1 事業の成果
講演活動や研修会の実施、委員派遣活動等についてはオンラインを活用することにより、コロナ禍に

おいても活動規模を縮小することなく普及啓発活動や政策提言活動を維持することができた。講演活動

や SP(模擬患者)派遣などを通して、コロナ禍で制限された医療者の対患者コミュニケーションの学習

機会を提供できた。上記活動に加え、電話相談等を通じて、患者が主体的に医療に参加するための普及啓

発活動を行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【27,690】 千円)
疋款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

会報誌発行・講

師派遣等の普
及啓発活動

医療機関、大学、学会等で
の講演活動、

書籍・雑誌等への原稿提

供、

会報誌の発行・配布
『新 。医者にかかる 10箇
条』等の書籍の販売

随時

招聘され

た場所/
オンライ
ンの場合
は法人事
務所

7人

医療機

関、大

学、学会

等に所属
する受講

者

※依頼 に

よる

約 150人
/回 ×
108回

12,797

電話・手紙
FAX・ メータレ
による医療
関する相談

等
に
CO肌 電話相談ス
よる相談活動

タッフに 毎週月 。

水。金。土
法人事務

所

7人ボラ
ンティア
スタッフ

含む)

相 談 者

(患者や

その家族

等)

のべ 1844

人
581

研修会・フォー
ラム・シンポジ
ウム等の開催

ミニセミナー「患者塾」の
開催

R4.5,7

R4.8.6

R5.1.21

法人事務

所よリオ
ンライン

配信

3人
医療に関
心のある

市民

約 20人
×3回

1,681

「コミュニケーション講
座」の開催

R4. 10.8

R5.3.25
法人事務

所
3人
医療に関
心のある

市民

11人 ×2
回

「医療をささえる市民養
成講座」の開催

R4.4.10

R4. 11.20

(全 20
回)

法人事務

所よリオ
ンライン

配信、一

部のコー

スは法人

事務所と

オンライ
ンのハイ
ブリッド

開催

3人

医療に関
心のある

市民また

は医療関

係者

約 15人
×20回



「医療関係会議の一般委
員養成講座」の開催

R4. 12.4

R5.3.12

(全 7
回 )

東京都文

京区春 日
1-16-21

(文京シ

ビックホ
ール)
もしくは

法人事務
所

9人 (ボ
ランティ
アスタッ
フ含む)

「医療を

ささえる

市民養成

講座」を

修了した
一般市民

8人 × 4
回

9人 × 2
回

6人 × 1
回

SP(模擬患者)
の活動

大学・医療機関等にコミュ
ニケーションセミナーの
ための患者役として SPを
派遣

随時

依頼主に

指定され

た場所

44人
(ボ ラン
ティアス
タッフ含
む)

医療系学
生 (医学
生・看護

学生等)、

医療者

※派遣先

の参加人

数による

54回派遣

7,672

病院探検隊の
実施

依頼
スタ
感想
ク

のあった医療機関を
ッフが見学・受診し、
・意見をフィードバッ

新型コロ

ナの影響
で今年度
は依頼な
し

弁護士等の依
頼による調査
協力

医療訴訟を請け負う弁護
士に対するカルテ翻訳や
協力医との連携のコーデ
ィネート

休止中

委員派遣等の
政策提言活動

医療機関、政府・地方自治
体への外部委員の派遣
メディアの取材への対応

随時
依頼のあ
った場所

20人
(ボ ラン
ティアス
タッフ含
む)

医 療 機

関、政府、

地方自治

体、メデ

ィア政策
の影響を

受けた り

情報を得
る患者

不特定多

数
4,675

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)
疋款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)
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6,346,000
1,652,

8,657,242

会報誌発行・講師派遣等の普及啓発活動収益
電話・手紙・F鏃・メール等による医療に関する相談事業収益
研修会・フォーラム・シンポジウム等の開催収益
SP(模擬患者)の活動収益
病院探検隊の実施収益
委員派遣等の政策提言活動収益

8,842,718
0

1,322,250

5,405,940‐

0.

3,945,2811

664

14,345.

4,609,066
1,079,108

2,539,567,

2,602,0051
1,923,443.
36,080_

6,913
291,000
8,000
293,599
800
18,293
987,400

４

３８

２３

878,

479,

796,

1,042,

125,

3,

2,

886,

66,

45,

148,

158
342
749

012

583

9oOI

503
460
000



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度
事 業 報 告

貸借対照表
認定特定非営利活動法人ささえあい医療人権センターCOML

現金預金

産
金
資
収
卸
未
棚

37,600,833
2,083,600
615,866

什器備品
建物附 835,245

3

377,832電話加人権

長期前払費用
退職給与引当特定預金

972,000
121,500
9,639,000

52,245,【A】 資 産 合 計 ①+②

預り金
未払法人税等
未払消費税

187,103
70,000
937,

退職給与引当金 9,639,

10_833_5(

41_412_37

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 52,245,879
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令和 4年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用
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重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日最終改正  NPO法人会計基準協議会)によって
います。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法を採用しています。

(2)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 定率法 (ただし、平成10年 4月 1日以後に取得した建物、平成28年4月 1日以後に取得した建物附属
設備及び構築物は定額法)を採用しています。無形固定資産 定額法を採用しています。
(3)引 当金の計上基準
。退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込経理方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 目

発
師
誌
講
報

。

〈
バ
仁
‐Ｊ
派遣等の

普及啓発
活動

電話 。手
紙・FAX・
メール等
による医
療に関す
る相談

研修会 。

フォーラ
ム・シン
ポジウム
等の開催

SP(模擬
患者)の
活動

病院探検
隊の実施

弁護士等
の依頼に
よる調査
協力

委員派遣
等の政策
提言活動

事業部門言管理部門 合計

8,842,718 1,322,250 5,405,94C 3,945,281 19,516,189

104591И

7,998,000

8,657.242

0

7,998,000

8, 657, 242

0

19,516, 189

1.045.214

R R42 71R 1 322 250 5 405 94r R 94R 281 19 R16 1R9 17 700 456 37.216.645

4,880,250

0

144,450

50,400

653 R50

759,15Ю

0

22,470

7,84Ю

101710

3,036,600

0

89,880

31,360

406 840

2,169,000

0

64,200

22,400

200 600

15,492,875

0

459,110

160,000

2 076 6R2

5_728_950 891170 3 564 68〔 2 546 200 lR lRR_617

1,217.512 5,223,

1,079,

2,539,

2,602,

1,923,

42,

291,

8,

293,

10,845,

321,

112,

125,503

885,902

148,583

3.

4,647,

1,042,

138,1

48,

264,1

479,

66,

45,

5,487,224

1558,450

2,539,567

3,644,905

1,923,443

42,993

416,503

11,460

1,090,348

2,800

937,400

904, 195

2185976 18,859,811

4.732.176 9358.154 37.048.428

120,

13,

20,

63.

65,6

6,91

441,

5,6

421,

193.41

55,075

262,472

ll,

1,891,

39,

773,

1,068,

1,832,

953,

2,495,

1,094,

221,

36,

130,

3,

160,

17,

44,

243,

81,

2,

ノヽ 4 nRl 16R ∧ SR1 711 ノヽ 17R AR, ノヽ , 14R 2,7

l 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5,その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費
法定福利費
人件費計
(2)その他経費
旅費交通費
通信運搬費
印刷製本費
賃借費
諸謝金

書籍物品費
光熱水料費
災害保険料
消耗品費
租税公課
消費税
支払手数料
諸会費
交際費
減価償却費
雑費 (東京移転関連費 )

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 △ 786 895 △ 8174086 8 342 302 168.217



内 容 金 額 [言ξ
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3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法
給料手当、退職給付費用、法定福利費、福利厚生費、旅費交通費、光熱水料費、賃借費、災害保険料については
従事割合、消費税については収益事業割合に基づき按分しています。

その他の事業に係る資産の状況

Ｏ
Ｘ
）

I席

=ヨ

合計

科 日 期首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計瀬 囲ヨヨ風 I田

377,832

972,000

364,500

9_ 180_000

945,560

1,673,106

459_000

243,000

377,832

945,560

1.673,106

972,000

121,500

9 6R9 000

110,315

1,673, 103

377,832

972,000

121,500

9.639.000

835,245

3

t3 st2 gesl 1 7R3 41R l1 94月  ARn

有形固定資産
建物附属設備
什器備品
無形固定資産
電話加入権
投資その他の資産
敷金

長期前払費用
退職給与引当特定預金
合計

科 目 当 硼 淑 済

合計

科 目

計算書類
に計上さ
れた金額

内、役員
との取引

困、近親

者及び支

配法人と
の�弓:

8,657.242

10,845,000

3,841,194

5, 140,800

(活動計算書)受取寄附金
(活動計算書)事業費
人件費 給料手当
(活動計算書)管理費
人件費 給料手当
活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産
事 業 報 告

認定特定非営利活動法人ささえあい医療人権センターCO肛

rEョ

L困
巨

」

含   計

現金預金
手元現金
三菱UFJ銀行普通預金
三菱UFJ銀行普通預金

34,901
12,642,

4,524,883
27 67
6,

郵便貯金
三井住友銀行定期預金
りそな銀行定期預金

363,628
10,000,

10,000,

講演収入未収入金
模擬患者収入未収入金

129,670

184,810
1,269,120
500,000

協力謝金未収入金
寄付金収入未収入金

棚卸資産
書籍等

2,083,600

615,866 615,866

建物附属設備 835,245

377,832

長期前払費用
退職給与引当特定預金

972,

121,

9,639,

【A】 資 産 合 計 ①+② 52,245,879

LI |-1】 口1 11『  の  都

預り金
未払法人税等
未払消費税

187,103
70,000
937,400

[助負債合計  ・・・③ 1.194.503

退職給与引当金 9,639,000

9_639_01

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 10,833,

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 41,412,376



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

認定些
=三
二皇型量勤法人

ささ夕あい戻癌 人権ヤ ンタ―COML(コ ムル)

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏    名

睡憂]・ 監事
ヤマグチ イクコ 令和4年4月 1日

令和5年 3月 31日

年 月

月

日

日年山口 育子

2 睡憂]・ 監事
アオキ キミコ 令和4年4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日青木 貴美子

3 睡憂]・ 監事
カミノウ テツロ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年

年

月   日

月   日上農 哲朗

4 睡憂卜監事
クサバ テッシュ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年   月   日草場 鉄周

5 睡憂]・ 監事
クボ スズコ

久保 鈴子

令和4年 4月 1日

令和4年 6月 1日

年  月  日

年  月  日

6 睡憂]・ 監事
サカウエ コウイチ 令和4年4月 1日

令和5年 3月 31日

年 月

月

日

日年坂上 晃一

7 睡憂]・ 監事
ソン ナオタカ 令和4年 6月 1日

令和5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日孫 尚孝

睡憂]・ 監事
タグマ キヨアキ 令和4年4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日田熊 清明

睡憂]・ 監事
ノグチ ハルミ 令和4年 6月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日野口 春美

10 睡憂卜監事
フルコ シンヤ 令和4年4月 1日

令和5年 3月 31日

年   月   日

年 月 日古府 伸也



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

11 睡憂卜監事
マエカワ サヨコ

前川 佐与子

令和4年 6月 1日

令和5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

12 睡憂卜監事
ミヤモト ツネヒ

宮本 恒彦

令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年

年

月   日

月   日

13 睡重卜監事
ワキサカ アケミ

脇阪 明美

令和4年 4月 1日

令和4年 6月 1日

年

年

月

月

日

日

14 理事。匿∃
マツモト トウイチ

松本 藤一

令和4年 4月 1日

令和4年 6月 1日

年

年

月

月

日

日

15 理事。匡ヨ
コダマ ヤスシ

児玉 安司

令和4年 6月 1日

令和5年 3月 31日

年   月   日

年   月   日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

壼:立整1聾壁1悧|二!班1型1整!室えi墨!墨1墾|ム生:ヒ1型1生1型1上工1型|』!生

氏   名

1 山口 育子

2 青木 貴美子

3 上農 哲朗

4 草場 鉄周

ｒ
Э 坂上 晃一

´
０ 孫 尚孝

７
‘ 田熊 清明

６
Ｘ
） 野口 春美

Ｑ
υ 古府 伸也

10 前川 佐与子

11 宮本 恒彦


